
 

                        平成２９年３月 北海道中小企業団体中央会 

Ⅰ 調査概要                                                                             

会員である協同組合等を対象に組合員企業（個人事業主を含む。）の廃業等「自主廃業・倒産（民事再生等を含む。）」 
の実態を調査した。（平成１４年から実施している。） 

■ 調査対象期間→平成２８年１月１日～１２月３１日 
■ 調査対象組合数→１,１１５組合 ■ 回答組合数→７８１組合 ■ 回収率→７０.０％ 

Ⅱ 調査結果                                                                                                                                     

１ 廃業等の有無及び本・支部別の件数＜図１・２＞                             

平成２８年において廃業等が「ある」と回答した組合は１７４組合（２２．３％）、「ない」と回答した組合は６０７組合
（７７．７％）であった。＜図１＞   

また、本・支部別の廃業等の件数は、＜図２＞のとおり。 
＜図１＞廃業等の有無                ＜図２＞廃業等の件数（本・支部別） 

                      
 
 
 
 
 
 

２ 廃業等件数の年別推移＜図３＞ 
平成２８年の自主廃業は５８３件となり、リーマンショックがあった２０年から９年連続して６００件前後の高い数値で

推移している。 
一方、倒産は平成２４年から減少傾向にあり、２８年は調査開始以来、最少（２１件）となり、ピークの２０年（１６０

件）の約８分の１となった。 
＜図３＞廃業等件数（自主廃業・倒産）の年別推移 

 
 
 
 
 
 

 
 

＋＋＋ 
３ 自主廃業件数の業種別件数＜図４＞         ＜図４＞自主廃業件数の業種別件数 

  
 
   
 
 
 
 

   

４ 自主廃業件数の年別推移（業種別） ＜図５＞   
業種別の自主廃業の年別推移は、＜図５＞のとおり。また、各業種の自主廃業及び倒産の件数等の年別推移を 

次頁の＜図６＞～＜図８＞に示した。 
＜図５＞自主廃業の年別推移（業種別：件数） 

 

 

 

 

 

 

 

平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

自主廃業 666 690 524 631 394 317 668 581 611 626 632 660 624 599 583

倒産 126 136 82 71 67 97 160 70 70 101 97 63 29 34 21
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倒 産 自主廃業

平成２８年の自主廃業（５８３件）を業種別で見ると前
年同様、「サービス業」の２６６件が最も多く、次に、「小
売業」が１９８件と続き、「小売・サービス業」で占める割
合が、圧倒的に多く、約８割となっているが、いずれも昨
年を下回った。一方、「建設業」「製造業」においては前
年よりも増加した。 

※「流通」は小売業、卸売業、運輸業の合計 
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合計 666 690 524 631 394 317 668 581 611 626 632 660 624 599 583
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＜図６＞流通・サービス業の廃業等（自主廃業・倒産）年別推移 
 
 
 
 
 
 
 

（ロ）建設業 
平成２８年の自主廃業は４５件と前年より大幅に増加したが、ピークの１６年（９７件）に比べ、２分の１以下まで

減少している。 
倒産は、３件と過去最少となり、ピークの平成２０年（３８件）の１２分の１以下となっている。 

＜図７＞建設業の廃業等（自主廃業・倒産）年別推移 

 
 

 
 
 
 
 
 

（ハ）製造業 
平成２８年の自主廃業は２９件で、前年と比較して増加したが、２５年以降２０件台で推移している。 
倒産は、５件で２６～２７年に次ぐ低い数値となっている。 

＜図８＞製造業の廃業等（自主廃業・倒産）年別推移 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                                               
  ６ 自主廃業の要因＜図９＞（複数回答）         ＜図９＞自主廃業の要因   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

７ 倒産の主因＜図 10＞                  ＜図 10＞倒産の主因 
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倒産 自主廃業

平成２８年の自主廃業の主な要因は、「後継者等人

材難」が８０．１％と最も多く、次に、「販売不振・受注減

少」３４．８％、「先細り感」２２．４％と続き、前年と同順

位となっている。 

前年と比較すると、「販売不振・受注減少」、「先細り

感」が減少しているのに対し、「後継者等人材難」、「同

業他社との競争激化」、「金融・資金繰り難」が増加して

いる。 
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   ５ 廃業等件数の年別推移（業種別）＜図６～図８＞  

（イ）流通・サービス業 
平成２８年の自主廃業は５０９件となり、２０年以降高い数値で推移しているが２６年からは減少傾向にある。 
また、倒産は、１３件と過去最少となっており、ピークの平成２０年（８８件）の６分の１以下となっている。 
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のとおり。 

販売不振や売掛金・不良債権の回収困難などの理 

由による「不況型倒産」が９割を超える結果となった。 
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※不況型倒産は「販売不振・輸出不振・売掛金回収難・不良債権の累積・業界不振」 

非不況型倒産は「放漫経営」等 


